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（１） 女性消防吏員の計画的な増員
の確保

ア 数値目標の設定による計画的な増員
全国の消防吏員に占める女性消防吏員比率を平成３８年度

（令和８年度）当初までに５％に引き上げる。

そのためには、

各消防本部において女性消防吏員比率を１０年間で倍増

＋ 中核的な消防本部など一定規模以上の本部では少なくとも
５％まで増加

＋ 女性消防吏員がゼロの本部は、これを早期に解消し、
可能な限り速やかに複数の女性消防吏員を確保を目安と
して、消防本部が数値目標を設定すること。
※平成29年度の採用段階から少なくともこれまでの２倍～2.5倍
程度以上の女性吏員採用を確保・継続

イ 女性の採用の拡大に向けた積極的な取組
女性消防吏員を増加させるためには、まずは消防を自らの職業として

選択肢に含める女性を大幅に増やすことが必要。
各消防本部は、これから社会人になる年齢層の女性に対し、消防の仕

事の魅力について、より積極的にＰＲ。女性をターゲットにした説明会等を
複数本部が連携して実施すること。
⇒ 消防庁として積極的に支援

（２） 適材適所を原則とした女性消防
吏員の職域の拡大
各消防本部は、法令による制限を（重量物・有毒ガス）を除き、

性別を理由として従事できる業務を制限することはできないことを
十分理解し、意欲と適性に応じた人事配置を行うこと。

（３） ライフステージに応じた様々な
配慮

ア 仕事と家庭の両立支援
イ 女性消防吏員が消防職務を継続していくための支援
ウ キャリアパスイメージやロールモデルの提示
エ 「ポジティブ・アクション」としての研修機会の拡大

（４） 消防長等消防本部幹部職員の
意識改革
各消防本部の消防長は、女性の活躍推進の意義を十分に理解し、

自らの責務として各種の施策を実行すること。

（５） その他
ア 施設・装備の改善
イ 女性の活躍情報の「見える化」を推進等

○ 報告書の提言等を踏まえ、「消防本部における女性消防吏員の更なる活躍に向けた取組の
推進について（平成27年７月29日付け消防消第149号消防庁次長通知）」を各都道府県知事
あてに発出し、消防本部における女性消防吏員の活躍推進のため積極的な取組を要請。

消防本部における女性消防吏員の更なる活躍に向けた取組（通知）の概要
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増加人数 １85人 ２０５人 2３５人 ２６１人 ２８５人 28３人

女性消防吏員割合（令和３年４月）
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《参考》 女性比率

・消 防 吏 員：2.９％（H31.4.1現在）

・警 察 官：9.8％（H31.4.1現在）

・自 衛 官：6.9％（H30年度末現在）

・海上保安庁：7.5％（H31.4.1現在）

・一般行政職：28.3％（H25年４.１現在）

消防と同様に24時間365日現場活動を行う部隊を持つ組織と比較して低水準。

（地方警察官に占める女性警察官の割合）

（地方公務員）

《参考》 女性比率

・消 防 吏 員：3.２％（R３.4.1現在）

・警 察 官：10.6％（R3.4.1現在）

・自 衛 官：7.9％（R2年度末現在）

・海上保安庁：8.1％（R3.4.1現在）

・一般行政職：31.0％（H30年４.１現在）

（地方警察官に占める女性警察官の割合）

（地方公務員）

警察・自衛隊・海上保安庁・一般行政職との比較
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注：兼務している職員は、主に従事している部隊で回答しており、他の調査と数字が合わない場合がある。

勤務別(人)

（「女性消防吏員の現況等に関する調査」の調査結果）

平成31年 令和２年 令和３年

全数（A） うち女性（B） 割合
（B/A）

全数（A） うち女性（B） 割合
（B/A）

全数（A） うち女性（B） 割合
（B/A）

全数 163,767 4,736 2.9% 165,044 5,021 3.0% 165,463 5,304 3.2%

日勤者 34,880(21.3%) 2,480(52.4%) 7.1% 35,221(21.3%) 2,601(51.8%) 7.4% 35,296(21.3%) 2,680(50.5%) 7.4%

消防隊 71,792(43.8%) 834(17.6%) 1.2% 72,410(43.9%) 951(18.9%) 1.3% 72,679(43.9%) 1,077(20.3%) 1.5%

救急隊 29,864(18.2%) 1,034(21.8%) 3.5% 29,913(18.1%) 1,083(21.6%) 3.6% 29,962(18.1%) 1,125(21.2%) 3.8%

救助隊 14,013(8.6%) 9(0.2%) 0.1% 13,908(8.4%) 15(0.3%) 0.1% 14,024(8.5%) 15(0.3%) 0.1%

指揮隊 6,333(3.9%) 167(3.5%) 2.6% 6,644(4.0%) 161(3.2%) 2.4% 6,628(4.0%) 180(3.4%) 2.7%

その他 6,885(4.2%) 212(4.5%) 3.1% 6,948(4.2%) 210(4.2%) 3.0% 6,874(4.2%) 227(4.3%) 3.3%

全国の全消防吏員数に占める女性割合（各年４月１日現在）
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全国平均３．２％以上を達成している都道府県は
関東の都心部等に集中している。

北海道

沖縄

青森

秋田 岩手

山形 宮城

福島

群馬 栃木 茨城
長崎 佐賀 福岡

熊本

大分

宮崎

鹿児島

高知

愛媛
徳島

香川
千葉

埼玉

東京

神奈川

山口

和歌山

大阪 奈良 三重

兵庫 京都 滋賀

愛知 静岡

山梨岐阜

長野福井

新潟富山石川

島根

広島 岡山

鳥取

3.2%以上

1.5%以上

1.0%以上

3.0%以上

都道府県別女性消防吏員割合（令和３年４月）
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令和2年4月1日現在平成31年4月1日現在

７２６本部中 ７２６本部中

女性消防吏員「０」の消防本部は、全７２４消防本部中、
１３１本部で毎年大きく減少している。

24.5%

75.5%

女性消防吏員 「０」本部

女性消防吏員 「１」以上本部

178

５４８

24本部
減少

令和3年4月１日現在

７２４本部中

21.2%

78.8%

女性消防吏員 「０」本部

女性消防吏員 「１」以上本部

154

572

23本部
減少 18.1%

81.9%

女性消防吏員 「０」本部

女性消防吏員 「１」以上本部

1３１

5９３

女性消防吏員「０」本部 ３年間の推移
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13都県（宮城、群馬、栃木、埼玉、東京、静岡、福井、
滋賀、奈良、鳥取、山口、熊本）では、都内・県内全て
の消防本部で女性が勤務している。
一方、４県（和歌山、高知、宮崎、鹿児島）では、女性
のいない消防本部の割合が県内消防本部数の半数以上と
なっており、「０」本部を早期に解消し、可能な限り速
やかに複数の女性消防吏員を確保する必要がある。

北海道
（22/58）

青森
（1/11）

鹿児島（10/20）

高知（9/15）

東京（0/5）

神奈川（1/24）

和歌山（10/17）

０%

50%未満

50%以上

都道府県名
（女性｢０｣本部／全本部数）

秋田
（4/13）

岩手
（2/12）

山形
（3/12）

宮城
（0/11）

福島
（1/12）

埼玉（0/27）

栃木
（0/12）

茨城
（8/24）

群馬
（0/11）

千葉
（3/31）

島根
（2/9）

広島
（2/13）

石川
（2/11）

富山
（1/7）

新潟
（1/19）

長野
（0/13）

福井
（0/9）

岐阜
（6/20）

山梨
（1/10）

静岡
（0/16）

愛知
（1/34）

滋賀
（0/7）

奈良
（0/3）

鳥取
（0/3）山口

（0/12）

熊本
（0/12）

沖縄
（5/18）

佐賀
（1/5）

長崎
（2/10）

宮崎
（7/10）

大分
（4/14）

福岡
（4/24）

香川（2/9）

徳島（6/13）

愛媛
（2/14）

岡山
（1/14）

京都
（1/15）

兵庫
（1/24）

大阪
（2/26）

三重
（3/15）

都道府県別女性消防吏員「０」本部の割合（令和３年４月）
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年度

応募者 受験者 合格者 採用者

合計
うち
女性

女性
割合

合計
うち
女性

女性
割合

合計
うち
女性

女性
割合

合計
うち
女性

女性
割合

平成２６年度 86,371 3,473 4.0% 7,449 270 3.6% 6,720 235 3.5%

平成２７年度 82,143 3,313 4.0% 65,685 2,531 3.9% 7,450 332 4.5% 6,401 261 4.1%

平成２８年度 77,052 3,205 4.2% 62,908 2,512 4.0% 6,512 356 5.5% 5,723 274 4.8%

平成２９年度 72,509 3,253 4.5% 58,395 2,566 4.4% 6,354 374 5.9% 5,459 306 5.6%

平成３０年度 65,352 3,430 5.2% 53,050 2,734 5.2% 6,351 411 6.5% 5,544 329 5.9%

令和元年度 61,563 3,292 5.4% 49,540 2,526 5.1% 6,311 451 7.2% 5,448 386 7.1%

令和２年度 60,188 3,259 5.4% 47,580 2,469 5.2% 6,673 500 7.5% 5,098 380 7.5%

※平成２６年度以前の受験者は統計なし

昨年度と比較すると、消防職員への応募者が減少している中、「受験者、「合格者」、「採用者」の
項目で女性が割合が増加している。

消防吏員の採用状況等（令和３年４月）
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女性消防吏員が３名以上増加した20消防本部のうち、８本部が政令市。

女性消防吏員が増加した本部上位（令和３年４月）

合計 うち女性 女性割合 合計 うち女性 女性割合 合計 うち女性

1 東京都 東京消防庁 18,735 1,282 6.84% 18,747 1,268 6.76% △ 12 14

2 愛知県 名古屋市消防局 2,403 62 2.58% 2,370 52 2.19% 33 10

3 大阪府 大阪市消防局 3,592 150 4.18% 3,570 143 4.01% 22 7

4 鳥取県 鳥取県東部広域行政管理組合消防局 327 10 3.06% 322 5 1.55% 5 5

5 神奈川県 横浜市消防局 3,868 149 3.85% 3,852 145 3.76% 16 4

6 岩手県 盛岡地区広域消防組合消防本部 583 16 2.74% 582 13 2.23% 1 3

7 埼玉県 川口市消防局 572 26 4.55% 568 23 4.05% 4 3

8 埼玉県 埼玉西部消防局 871 44 5.05% 873 41 4.70% △ 2 3

9 千葉県 我孫子市消防本部 167 5 2.99% 162 2 1.23% 5 3

10 神奈川県 川崎市消防局 1453 70 4.82% 1448 67 4.63% 5 3

11 静岡県 浜松市消防局 907 33 3.64% 909 30 3.30% △ 2 3

12 静岡県 駿東伊豆消防本部 625 18 2.88% 623 15 2.41% 2 3

13 愛知県 豊田市消防本部 530 14 2.64% 525 11 2.10% 5 3

14 大阪府 堺市消防局 1046 37 3.54% 968 34 3.51% 78 3

15 兵庫県 芦屋市消防本部 121 6 4.96% 121 3 2.48% 0 3

16 和歌山県 田辺市消防本部 158 8 5.06% 151 5 3.31% 7 3

17 岡山県 倉敷市消防局 466 14 3.00% 465 11 2.37% 1 3

18 広島県 広島市消防局 1343 58 4.32% 1349 55 4.08% △ 6 3

19 愛媛県 新居浜市消防本部 138 3 2.17% 135 0 0.00% 3 3

20 熊本県 有明広域行政事務組合消防本部 220 7 3.18% 210 4 1.90% 10 3

増減

消防吏員数 消防吏員数 R3-R2No. 都道府県 消防本部名

令和３年度 令和２年度
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女性消防吏員30名以上の20消防本部は大規模本部で、女性割合はほぼ全国平均割合（3.2％）以上

合計 うち女性 女性割合 合計 うち女性 女性割合 合計 うち女性

1 東京都 東京消防庁 18,735 1,282 6.84% 18,747 1,268 6.76% △ 12 14

2 大阪府 大阪市消防局 3,592 150 4.18% 3,570 143 4.01% 22 7

3 神奈川県 横浜市消防局 3,868 149 3.85% 3,852 145 3.76% 16 4

4 京都府 京都市消防局 1,718 83 4.83% 1,768 81 4.58% △ 50 2

5 北海道 札幌市消防局 1,834 70 3.82% 1,823 68 3.73% 11 2

6 神奈川県 川崎市消防局 1,453 70 4.82% 1,448 67 4.63% 5 3

7 兵庫県 神戸市消防局 1,597 66 4.13% 1,579 64 4.05% 18 2

8 愛知県 名古屋市消防局 2,403 62 2.58% 2,370 52 2.19% 33 10

9 広島県 広島市消防局 1,343 58 4.32% 1,349 55 4.08% △ 6 3

10 埼玉県 さいたま市消防局 1,399 54 3.86% 1,391 52 3.74% 8 2

11 福岡県 北九州市消防局 1,005 53 5.27% 1,003 51 5.08% 2 2

12 埼玉県 埼玉西部消防局 871 44 5.05% 873 41 4.70% △ 2 3

13 千葉県 千葉市消防局 972 42 4.32% 974 41 4.21% △ 2 1

14 静岡県 静岡市消防局 1,061 42 3.96% 1,061 41 3.86% 0 1

15 大阪府 堺市消防局 1,046 37 3.54% 968 34 3.51% 78 3

16 宮城県 仙台市消防局 1,145 34 2.97% 1,149 33 2.87% △ 4 1

17 福岡県 福岡市消防局 1,113 34 3.05% 1,097 32 2.92% 16 2

18 静岡県 浜松市消防局 907 33 3.64% 909 30 3.30% △ 2 3

19 千葉県 市川市消防局 535 32 5.98% 537 30 5.59% △ 2 2

20 神奈川県 相模原市消防局 775 32 4.13% 781 30 3.84% △ 6 2

21 熊本県 熊本市消防局 827 32 3.87% 839 33 3.93% △ 12 -1

増減

消防吏員数 消防吏員数 R3-R2No. 都道府県 消防本部名

令和３年度 令和２年度

女性消防吏員が多い本部上位（令和３年４月）
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女性割合が５％以上の消防本部の約５割が、吏員100名未満の本部。
小規模な本部でも、多くの女性が活躍している本部は多数。

合計 うち女性 女性割合 合計 うち女性 女性割合 合計 うち女性

1 石川県 内灘町消防本部 34 3 8.82% 33 2 6.06% 1 1

2 東京都 大島町消防本部 23 2 8.70% 22 1 4.55% 1 1

3 神奈川県 大磯町消防本部 46 4 8.70% 43 2 4.65% 3 2

4 岐阜県 海津市消防本部 62 5 8.06% 63 5 7.94% △ 1 0

5 愛媛県 上島町消防本部 26 2 7.69% 29 1 3.45% △ 3 1

6 埼玉県 蓮田市消防本部 92 7 7.61% 92 7 7.61% 0 0

7 神奈川県 葉山町消防本部 54 4 7.41% 53 3 5.66% 1 1

8 長崎県 対馬市消防本部 97 7 7.22% 101 6 5.94% △ 4 1

9 東京都 東京消防庁 18,735 1,282 6.84% 18,747 1,268 6.76% △ 12 14

10 広島県 安芸高田市消防本部 59 4 6.78% 58 4 6.90% 1 0

11 静岡県 御前崎市消防本部 74 5 6.76% 73 4 5.48% 1 1

12 岐阜県 瑞浪市消防本部 60 4 6.67% 60 3 5.00% 0 1

13 東京都 稲城市消防本部 108 7 6.48% 108 7 6.48% 0 0

14 和歌山県 湯浅広川消防組合消防本部 47 3 6.38% 42 1 2.38% 5 2

15 東京都 三宅村消防本部 16 1 6.25% 17 1 5.88% △ 1 0

16 兵庫県 川西市消防本部 160 10 6.25% 159 10 6.29% 1 0

17 埼玉県 草加八潮消防局 343 21 6.12% 339 21 6.19% 4 0

18 千葉県 市川市消防局 535 32 5.98% 537 30 5.59% △ 2 2

19 京都府 精華町消防本部 52 3 5.77% 51 3 5.88% 1 0

20 岐阜県 不破消防組合消防本部 54 3 5.56% 54 3 5.56% 0 0

増減

消防吏員数 消防吏員数 R3-R2No. 都道府県 消防本部名

令和３年度 令和２年度

女性消防吏員割合が多い本部上位（令和３年４月）
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